民事訴訟について
文責：宇野

１．損害賠償請求権
民法709条（不法行為責任）、415条（債務不履行責任[footnoteRef:1]）を根拠に損賠賠償請求権が発生 [1:  医療契約（診療契約）の性質：一般に、「今日、診療契約は準委任に分類され、不履行責任の有無は、結果獲得のために医師が努力したと評価できるかについて、実施された治療行為を医療水準に照らして判断するのが通説・判例である」と理解されている
] 

→【要件】故意又は過失、損害の発生、因果関係

※民事責任における「損害の公平な分担」
民事上の損害賠償は、生じた損害をどこに負担させるべきかという観点から定められるべきものであって、責任ありとされるものを制裁・断罪するために定めるものではない。それゆえ、訴訟においては、時に裁判所が医業者に過酷な義務や責任を課しているようにみえることも確かにあるが、「損害の公平な分担」という枠組みの中でこれをみると、その判断が納得しうるものであることも多い。医療事故の分野において、被害者救済という側面から見て過失責任主義が維持しうるかについては今後検討されるべきであり、現に無過失補償へ向けた取組みも始まっているが、当面は医療裁判を評価するにあたり、患者も医療従事者も、この「損害の公平な分担」というキーワードを心に留めておくべきであろう[footnoteRef:2]。 [2:  甲斐克典　『ブリッジブック医事法』80頁（信山社出版株式会社　第一版　2008年）] 



２．訴訟の開始
訴え提起の方式について、訴状という書面を原告が裁判所に提出して行うことが要求される。（民訴133Ⅰ）審査をパスして訴状が受理されたときは、訴状は、被告に送達される（民訴138）。
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３．民事訴訟法の原則
· 処分権主義
当事者は訴訟の開始、訴訟物の範囲の確定、訴訟の終了について処分権能を持っている。（→訴えなくして裁判なし）

· 弁論主義
裁判所が判決するためには、その前提として事件の事実や証拠を収集しなければならないが、この事実と証拠の収集を当事者のみの権限とする建前
　①裁判所は、当事者の主張しない事実を判決の資料として採用してはならない[footnoteRef:3] [3:  主要事実（要件事実に該当する具体的な事実）にのみ適用される。間接事実（主要事実の存否を推認するに役立つ事実）や、補助事実（証拠の信用性に影響を与える事実）には適用されない。] 

　②裁判所は当事者間に争いのない事実は、そのまま判決の資料として採用しなければならない（裁判上の自白）
　③当事者間で争いのある事実を証拠によって認定する際には必ず当事者の申し出た証拠によらなければならない（職権証拠調べの禁止）

· 自由心証主義
 (
直接証拠
)①あらゆる人や物が証拠方法になりうる
②証拠力（価値）の評価は裁判官の判断による（論理則、経験則に反しない限り）
　当事者が提出した書類は両当事者に使われる→証拠共通の原則
③弁論の全趣旨で判断（資料だけではなく状況や模様、態度などの一切を考慮）
④経験則の自由選択（間接事実や証拠について）



【事実認定のルート】
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· 証明責任
ある事実が真偽不明の場合に、判決において、その事実を要件とする自己に有利な法律効果の発生または不発生が認められないことになる一方当事者の不利益の負担を証明責任という
→「自由心証が尽きたところから証明責任がはじまる」


４．参考条文
民法415条（債務不履行責任）
債務者がその債務の本旨に従って履行をしないときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行することができなくなったときも、同様とする。

民法709条（不法行為責任）
故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。

民事訴訟法133条（訴え提起の方式）
Ⅰ訴えの提起は、訴状を裁判所に提出してしなければならない。
Ⅱ訴状には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　①当事者及び法定代理人
　②請求の趣旨及び原因

民訴規則53条（訴状の記載事項）
Ⅰ訴状には、請求の趣旨及び請求の原因（請求を特定するのに必要な事実をいう。）を記載するほか、請求を理由づける事実を具体的に記載し、かつ、立証を要する事由ごとに、当該事実に関連する事実で重要なもの及び証拠を記載しなければならない。
Ⅱ訴状に事実についての主張を記載するには、できる限り、請求を理由づける事実についての主張と当該事実に関連する事実についての主張とを区別して記載しなければならない。
Ⅲ攻撃又は防御の方法を記載した訴状は、準備書面を兼ねるものとする。
Ⅳ訴状には、第一項に規定する事項のほか、原告又はその代理人の郵便番号及び電話番号を記載しなければならない（ファクシミリの番号を含む。）を記載しなければならない。

民事訴訟法246条（判決事項）
裁判所は、当事者が申し立てていない事項について、判決することができない

民事訴訟法247条（自由心証主義）
裁判所は、判決するに当たり、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果をしん酌して、自由な心証により、事実についての主張を真実と認めるべきか否かを判断する。
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